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「台湾方言」の誕生――言語接触の場としての植民地

安田敏朗（一橋大学大学院言語社会研究科）
　日本社会の多言語化は、外から突然やってきた事態でも、つい最近はじまったことでもない、というのは従来からの主張であるが、その意味でいえば日本語の多言語化も、すでに生じていた現象であるともいえる。ただここで、日本語の多様化とはいわずに多言語化と表現するのには、若干説明が必要であろう。日本語話者の多様化（多言語話者化）による日本語そのものの変化は、言語接触のひとつのあらわれとしてとらえることができる。しかしそれは標準からの逸脱であり、矯正の対象となる「誤謬」と認識されるのが常である。日本の植民地とされた台湾においても、「国語」として教育された台湾人の話す日本語について、矯正の対象としての観点から、具体的な「誤謬」が指摘されるようになっていった。しかし、その原因を探ってみると、教える側の「国語」の不統一があり、なおかつ出身地域の九州地方への偏りにもとづく、在台日本人間にあらたな「台湾方言」と称すべきような接触方言が発生しつつあったことが確認される。そうした基準のなさと、母語からの影響もあって、1930年代以降、「台湾的国語」と称される変種が生じるようになった。そして「台湾的国語」の独自の変化が在台日本人の話す「台湾方言」へ影響をあたえるような事例も報告されるようになっていく。したがうべき基準を理念的には「国語」という形で示してはいるものの、現実には、矯正の効かない、そこからの「逸脱」形のみが多数存在するという空間であった。こうした「逸脱」について、日本語の台湾方言という形で日本語内部に回収しようという論調や、ピジン化して別の言語になる可能性を指摘する論調など、さまざまなとらえ方があった。これは、多様性というよりも、分裂をはらんだ緊張関係、ととらえることも可能であろう。もう少し穏当にいえば、日本語なるものを変化させる主体として、台湾人日本語話者が認識されるようになったのではないか、とみることもできるのである。そうした意味で、多様化よりも多言語化をあえて使ってみたい。本報告では、こうして発生した「台湾方言」のとらえ方を簡単にまとめ、今後の日本において発生可能性のある「○○方言」（あるいは「○○語系日本語」でもよいかもしれない）をどのような視点でとらえていけばよいのか、についても論じていきたい。もちろん、「○○方言」という表現は「国語」への従属を含意することもあるので、用法には慎重でありたいが、日本語を変化させる主体としてとらえることは、規範への強制的同化とは一線を画すことになるであろう。その主体の話す日本語を、「かれらの日本語」ととらえること。それは「われわれの日本語」（そんなものは虚構でしかないのだが）から発せられる「国語イデオロギー」とは無縁な存在としてありうる。緊張関係のなかでの影響関係があるもの、それが「多言語化した日本語」の姿ではないかと考える。

日本語教育は多言語化した日本語を教えられるのか

牲川　波都季（秋田大学）　
　現在広く使われている日本語テキストの中には，「ら抜き」言葉を可能形の正用の一つとして扱うものがある一方，扱わないテキストもある。日本語を母語としない学習者にとっては，「ら抜き」を規範とする日本語と，「ら抜き」を規範としない日本語という，二つの日本語が存在していることになる。また，長沼直兄の『標準日本語読本』の1931年版と・1951年改訂版に見られるように，同じ文脈内の表現が時期により微妙に変化するという例もある。「あれはなんですか。はこです」に続く文が，1931年では「あの箱は青いんですか」となっていたものが，1951年の改訂版では「あのはこはおおきいですか」と変化するような例である。規範的日本語の姿が，この文脈において「ん」を使用するものから使用しないものとへ変化したということができる。

また日本語学習者の日本語使用の実態からすると，母語を異にし共通言語も持たない者同士は，日本語レベルの高低に関わらず自分が現時点で知っている日本語を使いお互いに意思疎通を図っている。また国際交流センター所属の発表者のような立場にあると，テキストに書かれている日本語とは全く異質な日本語を使いつつ，卓抜した交渉能力を発揮する人物にもしばしば出会う。テキストに書かれているものとは異なる日本語が，実際には，学習者同士でもまた日本語母語話者とも意志疎通や交渉場面で使われていると言うことができる。実際の日本語使用者は，自らの目的達成のために「それぞれの日本語」を使っている。

日本語教育の実践者は，日本語テキストに見られる規範の多様性・変容性や学習者の言語使用の実態から，「それぞれの日本語」の存在に気づいてはいる。そのうえで，「それぞれの日本語」が，多言語化した日本語として明確に記述されれば，日本語実践者は「それぞれの日本語」の存在を改めて認識することになろう。しかし発表者は，たとえ「それぞれの日本語」一つひとつが，はっきりとした形をもつものとして示されたとしても，現状の日本語教育の目標からすれば，規範的日本語が教えられ続けると予想する。

　母語話者の日本語をもっとも優れた規範として前提している日本語教育者であれば，「それぞれの日本語」を誤りとみなし続けるだろう。当然，日本語教育は規範的日本語を教えるべきという結論になる。

　他方で，「それぞれの日本語」の存在と固有の価値とを十分に認めた場合はどうだろうか。一言語を使えるようにするという既存の言語教育の目標設定からすれば，「それぞれの日本語」教育は，記述・規範化された多数の「それぞれの日本語」を教える教育として実現されることとなろう。しかし，そのような多言語化した「それぞれの日本語」は無数に生まれうる。どのように無数の「それぞれの日本語」を教育内容として設定できるのか。無限の「それぞれの日本語」出現が予想される中では，日本語教育としては一つの規範的日本語を設定し，それを教えておくべきだという結論に収束するおそれがある。

　無限の「それぞれの日本語」を前提とする日本語教育とは，もはや教えるべき日本語を想定しない日本語教育ではないだろうか。そのように考えたとき，日本語教育はもはや日本語という名前を冠しえないのかもしれない。日本語を第一言語としない人を対象とした教育は，言語教育・表現教育の中へと溶解していくのではないか。発表では，教えるべき日本語を想定しない日本語／言語／表現教育とは何か，それが設定しうる新たな目標について議論を進め，「それぞれの日本語」教育の姿を考えていきたい。

在日ブラジル人が話す日本語の変容

重松由美（名古屋大学非常勤講師）
1990年の出入国管理法の改正により在日ブラジル人の数が急激に増加してから20年がたった。つまり、ポルトガル語と日本語の言語接触が同じ期間継続してきたことを意味する。出稼ぎが始まった当初はポルトガル語に日本語の語彙が取り込まれ、特に文化的借用や職場で用いられる用語が借用された。しかし言語接触が長期化するなかで、日本語がポルトガル語に音声的、形態的そして統語的に統合された混種語が誕生した。
また、彼らが使用する日本語借用語に意味的な広がりがみられるようになった。例えば、「ハガキ」はブラジルには無地のものがなくポルトガル語のcartão postalでは表現できないため借用されていると解釈できるが、envelope「封筒」の意味でも使用されてもいる：”Hoje chegou ハガキ de prefeitura.「今日、市役所から手紙（封筒のもの）が届いたよ」。）そして、ブラジル人若年層特有のスタイルとして若者ことばの借用も確認されている：”Hoje estou muito cansada.マジで！」。）
彼らの言語混用は、ポルトガル語ベースに日本語の語彙が取り入れることが多い。その要因は話者の日本語習得度と強く関わっていると考えられ、混用理由はその言語能力により異なる。日本語の得意でないブラジル人は文化的借用や言語コミュニティで定着した語彙もしくは表現を使用する。一方、日本で生まれ育ったブラジル人若年層はポルトガル語よりも日本語を流暢に話すため、知らないポルトガル語を日本語で置き換えるという作業を行っている。そして、バイリンガル同士の会話では日本語にポルトガル語が形態的に統合された例が観察された：”Ajudaしてよ「助けてよ」”、”ここdiretoに行けば着くよ「ここまっすぐに行けば着くよ」。この借用形態は、ブラジルの日系移民の混交語「コロニア語」と共通する点が多い。
本発表では、在日ブラジル人による言語混用の実態を紹介し、その言語学的分析を行うとともに、混交語「デカセギ語」に対する言語意識に関しての考察を通して彼らの社会的背景についても言及したい。
第一・第二言語、生活言語、共通語 … 「多言語化」する日本語

オストハイダ、テーヤ　Teja Ostheider（関西学院大学法学部准教授）
単に「国語」対「英語」のように図式化されている日本の言語教育政策は決して豊かなものではない。また、このような教育が養う言語観も極めて単純である。まず、日本語を日本人のものとし、それ以外の言語を「外国語」とし、そして英語を全ての人間が話せるべきである「世界共通語」とするのみである。
日本における「異文化間」コミュニケーションのイメージもつい最近まで、空想の「街角で声をかけてくる英語話者」が中心となっていたが、今、バイト先の中国人留学生や近所に住む南米出身の家族などが実際の相手となることに、多くの国民が気付きつつある。すなわち、短期滞在者と一部の「エリート外国人」を除けば、日本国内における「多文化間コミュニケーション」のほとんどが日本語で行われている。またそれは、「日本語教育」や「多文化共生論」などの分野が着目しがちな「日本人」対「外国人」コミュニケーションに限らず、異なった母語を有する外国籍住民同士の間でも、日本語はリンガフランカの機能を充分に果たしている。しかし、話者もレベルも多種多様であるこのような日本語を従来通り、母語話者にとっての「国語」と外国籍住民にとっての「外国語」として説明することはできない。そもそも、在日コリアン3世のような「日本語しか話せない外国人」や、ブラジルで生まれ育った「日本語が母語でない日本人」の例でも分かるように、言語を使用するのが「国」ではなく、「人」である。そのため、日本のような移民国家において、「国語」と「外国語」ではなく、むしろ「母語（第一言語）」「継承語」「生活言語」「他言語話者との共通語」などのような構想が、言語教育とその政策の基盤として考えなければならない。
日本語によるコミュニケーションの多様化はもとより、上のような意識変革も日本語の「多言語化」として考えられる。しかし、「国語を尊重する態度」を目標とする国語教育にせよ、「外国語を通じて言語や文化に対する理解」を目指しながら英語に限定される外国語教育にせよ、いずれもこの多言語化を考慮していない構想である。すなわち、日本の文部科学省による教育政策が形成する「日本人」としての言語意識と、現状認識や身近な経験に基づく、日本社会の一員としての言語意識が明らかに異なる。本報告では、このギャップの認識／非認識がどのように変化してきたか、またホスト社会の言語観と実際のコミュニケーション行動にどのような影響を与えているのかについて考察する。そのことを踏まえた上で、「第一言語」「第二言語」「生活言語」「共通語」などのように、様々な「言語」を包括する日本語を紹介しながら、「国」より「人」を基準とした言語教育政策の必要性を説く。

日本語の多言語化？ドイツ語の視点からの考察
山下　仁（大阪大学大学院言語文化研究科准教
ある言語が多言語化する、ということは歴史的に見ればごく普通のことであるのに、その言語が「日本語」となると、「それは問題」として感じられてしまうのはどうしてだろう。たとえば、ポルトガル語やスペイン語やフランス語、あるいはイタリア語やルーマニア語はもともとラテン語の口語、もしくは方言のようなものであって、同じ「言語」であったということもできる。もちろん、ドイツ語やオランダ語も、もともとは同じゲルマン系の言語だったものが、歴史的、社会的な要因によって別々の言語になったということは、まず間違いない。つまり、言語が多言語化するのは歴史的な事実なのである。
さらに、共時的に見ても、たとえばウルリヒ・アモンは、「ドイツ語」がドイツのドイツ語だけではなく、スイスのドイツ語、オーストリアのドイツ語など、というものもあり、それぞれ別々の標準変種である、という議論を展開している。それまで、「ドイツ語」という一つの言語がある、そしてついでに言うなら、ドイツのドイツ語が正しく、それ以外は「方言」でしかない、と思われていたのに、そうではない、複数のドイツ語があるのだ、という主張をしている。これなども、「ドイツ語の多言語化」と、呼べるだろう。もちろん、ルクセンブルク語のように、もとはドイツの一方言であったものが、れっきとした「国語」に拡充された例もある。

しかし、それらは国による多言語化であり、現在の日本・日本語には当てはまらない、と考えることもできる。

それに対しては、ドイツでは、トルコ語なまりのドイツ語というのがカナーケとか呼ばれ、トルコ人ばかりではなく、若いドイツ人によって使用されている。このカナーケのような言葉は、少し前まで、「逸脱した」、「間違った」、「汚い」と評価されていたが、その評価が変化し、「ちょっと変わった」、「かっこいい」、「便利な」といったプラスに評価されるようにもなった。つまり、それまでマイナスの評価が与えられた「移民の言語」もしくは「移民の話す変なドイツ語」にプラスの評価が与えられているような社会的な現象がある。そのような社会的現象は、単独に存在するのではなく、現代ドイツ映画がアキンというトルコ人によって面白いものになっている、というようなことなども影響しているに違いない。しかし、そのような現象によって、カナーケが新しいドイツ語の変種になる、と考えることも可能ではある。インケン・カイムのようなドイツの研究者で、そのようなトルコ出身のパワーガールのドイツ語を研究している人もいる。それらを、「ドイツ語の多言語化」の研究とよぶこともできるだろう。

つまり、これらのドイツ語の事例は、「日本語は一つだ」とか、「日本では日本語が話される」といった自明性に対する問題提起となろう。さらに、ことばにまつわる、「プラス」、「マイナス」、という評価の形成に関与してきたこれまでの研究の再確認、といったことにもなると思う。
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